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企業戦略に関する意思決定の準拠枠
寺　畑　正　英
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２．企業戦略の理論における意思決定者の準拠枠
３．プロセス・アプローチの理論
４．戦略的意思決定における準拠点の役割
５．企業戦略における準拠枠の設定
１．実務家の意思決定における準拠枠
　企業戦略に関する意思決定は1970年代に焦点を当てられ、その後様々なアプローチで分析されて
きた。これらのアプローチは意思決定をする行為者に関する人間観や行為者がおかれた環境を仮定
する環境観、意思決定プロセスに関する見解などで相違している。本論文は、行為者が企業戦略に
関する意思決定に直面するときに意思決定の準拠枠を設定する方法に関して、経営戦略の各アプ
ローチがどのように仮定しているのかを考察することが目的である。
　企業の戦略に関する意思決定を迫られている行為者である実務家は、意思決定の準拠枠として二
つの手段を用いると想定することが出来る。第一に、自らの経験から帰納した経験則を準拠枠とし
て、現在の戦略を決定するという思考法である。このような意思決定の方法は、企業戦略に限らず
人間の意思決定にはよく見られる方法である。経験則を利用した意思決定は実務家個人の経験を基
盤とした準拠枠の設定であるが、企業内の関係者から影響を受けて準拠枠を定めて意思決定を行う
場合も含まれる。第二に、企業外の行為主体から影響を受けて意思決定の準拠枠を設定するという
方法である。この第二の方法には二つの類型がある。一つは他の企業の戦略を模倣する形で準拠枠
を設定する方法で、もう一つは企業戦略に関する理論家との対話を通じて準拠枠を設定する方法で
ある。
　企業戦略の理論が実務家の意思決定に果たす役割は、第二の方法にある理論家との対話における
コミュニケーション・ツールとしての役割に限定されているように思われる。しかし、理論は理論
家の思考体系としてだけ存在しているわけではない。理論家は経営現象を観察し、実務家と対話す
ることによってその理論体系を構築している。また、実務家の経験則も現実の経営現象を観察し一
般化して他の現象に応用可能な知識に変換されており、他の行為者に伝達可能な形態の知識となれ
ば理論と同型の知識と考えることが出来る。経営現象において実務家が経験則を形成するプロセス
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は、理論家が理論を構築するプロセスと同型である可能性も高く、企業戦略の理論が実務家の意思
決定に及ぼす影響は大きいと考えても良いであろう。
　このように企業戦略に関する理論は理論家の思考を体系化しただけのものではなく、実務家の意
思決定を一般化して他の経営現象に応用可能な知識にしたものでもある。つまり、理論は実務家が
意思決定をするときに準拠枠として援用しうる道具と捉えることができる。実務家が準拠枠として
企業戦略の理論をどのように活用しているのかを考察する前に、企業戦略の理論が実務家の企業戦
略に関する意思決定をどのように仮定し、どのような準拠枠を活用していると捉えているか、注意
深く議論する必要があるように思われる。本論文では、企業戦略を分析する様々なアプローチが仮
定している実務家の意思決定プロセスを考察し、実務家のもつ準拠枠について議論する。
　企業組織のような一種の集団における意思決定を分析する枠組みは心理学や社会学の領域でいく
つか存在する。リスキー・シフト（Wallach et al., 1962）や集団極化（Moscovici et al., 1969）と
いった集団の構成員による意思決定の心理学的な分析や、準拠集団（Merton, 1957）の分析といっ
た社会的影響過程の分析が存在する。本論文ではこれらの先行研究に深くは立ち入らず、それらの
議論を前提としながら企業戦略の意思決定プロセスにおける準拠枠の設定方法を検討し、分析枠組
みの発展可能性を議論する。
２．企業戦略の理論における意思決定者の準拠枠
　企業戦略の意思決定者は意思決定を行う上で、自らの経験則を利用するにしろ、あるいは企業外
の準拠点を利用するにしろ、準拠枠を必要としていることは確かであろう。自らの経験則を利用し
た意思決定や集団における意思決定に関する議論は、心理学や社会学の領域でいくつかの研究が存
在する。ここでは企業戦略の理論が実務家の意思決定に及ぼす影響に限定して考える。実務家が自
らの経験則を利用して意思決定をする場合においても、外的な準拠点を用いて意思決定をする場合
でも、企業戦略に関する理論は一定の役割を果たしていると考えることが出来る。自らの経験則に
頼って意思決定をしている場合でも、その経験則を強化するための手段として理論は利用されうる
であろう。外的な準拠点を探し求めている実務家にとって理論は重要な準拠点となる。
　企業戦略の理論に関する教科書には、実務家が意思決定をする上で準拠枠となりうる枠組みが散
在する。第一に考えられる例は、企業が事業戦略を策定する最初のステップとして教科書に取り上
げられている市場細分化であろう。市場細分化とは、自社の事業の対象となる顧客をマーケティン
グ・ミックスに対して類似の反応を示すような同質的な市場部分に分解することである（沼上、
2000）。市場細分化には何らかの基準が必要であり、本来的には対象となる顧客群をつぶさに観察
してその分類基準を考え出すことが戦略を考える実務家の態度として望ましいであろう。しかしな
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表１　消費財市場の主要なセグメンテーションの軸
地理的軸 人口統計的軸 行動面の軸 心理的軸
地域 年齢 購買機会 ライフスタイル
都市規模 性別 追求便益 性格
人口密度 家族数 使用者状態
気候 家族ライフサイクル 使用頻度
所得 ロイヤリティ
職業 購買準備段階
学歴 マーケティング要因感受性
社会階層
出所：Kotler (1980)
がら、多種多様な意思決定を迫られている実務家はその思考の準拠枠として、教科書的な基準を利
用することもありうるであろう1。ごく一般的な市場細分化の基準はどの経営戦略やマーケティン
グの教科書にも掲載されている（表１）。市場細分化の作業の最も重要なポイントは分類の基準と
してどのような基準を利用するのか決定することであり、それによって対象となる顧客の顧客像が
異なってくる。教科書的な分類の基準を利用することは他の競争者が気づいている基準を見落とす
リスクを減少させる代わりに、他の競争者と異なる視点で観察することを不可能にする。いずれに
しろ他の競争者が利用しうる基準を確認する手段として、これらの公表された市場細分化の基準は
一定の役割を果たしうるだろう。
　企業戦略の意思決定に準拠枠が提供されているのは市場細分化の議論だけではない。教科書的な
戦略策定プロセスの第二ステップであるマーケティング・ミックス（４Ｐ）に関する意思決定でも
準拠枠は提供されている。企業は市場細分化によって顧客を分類し、自社が財を提供する顧客を決
定した。それらの顧客に対して提供するべき製品と価格、広告・宣伝、流通を決定する枠組みを提
供する議論がマーケティング・ミックスに関する議論である。このマーケティング・ミックスにつ
いても、あらゆる企業戦略やマーケティングの教科書に準拠点が掲載されている。たとえば、沼上
（2000）では、ターゲットとする市場に提供するマーケティング・ミックスの４Ｐについて、実務
家が考える上で重要だと思われる点が提示されている。製品に関しては、本質サービスと補助的
サービスのチェック・ポイントを示し、価格であれば価格設定に関する基本的な政策の選択肢を示
している2。ここで提示されている議論も市場細分化の議論と同じく、本来であれば実務家が熟考
して選択肢を生成し実行するべきものであるが、他の企業が考慮していると想定されている要素を
                                
1 実務家の多種多様な意思決定や職務に関する内容は、Mintzberg（1980）が詳しい。
2 さらに詳細なチェック・ポイントを知りたければ、Kotler（1980）が詳しいであろう。
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表２　競争戦略における準拠点の例：ポーターの５つの競争要因
１．新規参入の脅威：参入障壁 ３．代替製品からの圧力
● 規模の経済性 ● コスト・パフォーマンス比が急速に向上している場合
● 製品差別化 ● 代替品の産業が高い利益水準を達成している場合
● 巨額の投資 ４．買い手の交渉力
● スイッチング・コスト ● 買い手の集中度
● 流通チャネルの確保 ● 取引製品の重要性
● 規模の経済性以外のコスト面での不利 ● 製品の差別化の程度
● 政府の政策 ● スイッチング・コスト
２．既存競争業者の間の敵対関係の強さ ● 買い手産業の収益性
● 競争業者の同質性 ● 買い手の垂直統合可能性
● 業界の成長性 ● 買い手にとっての売り手の重要性
● 巨額の投資 ● 買い手の情報量
● コスト構成 ５．売り手の交渉力
● 製品差別化の程度 ● 売り手の集中度
● 生産能力の可変性 ● 製品の代替可能性
● 競争業者の戦略的異質性 ● 売り手にとっての買い手の重要性
● 競争の成果の大きさ ● 買い手にとっての取引製品の重要性
● 撤退障壁 ● 製品における差別化の程度
● スイッチング・コスト
● 売り手の垂直統合可能性
出所：Porter（1980）をもとに筆者が作成
見落とさないために教科書的な基準を彼らが利用する可能性はあるであろう。
　他にも企業が考えるべき戦略的意思決定において、思考の準拠枠に相当する理論は存在する。市
場細分化は企業にとっての環境である顧客を分析する枠組みであったが、Porter の構造分析は顧客
よりも幅広い環境全般を分析する準拠枠を提示している（Porter, 1980）。ある産業の収益性を決め
る五つの競争要因について、詳細なチェック・リストをもって分析の準拠枠を提示している（表
２）。企業は戦略策定時に、外部環境の分析とともに内部分析によって客観的に自社の強みと弱み
を把握することが望ましいと Porter は主張している。その上で戦略の選択肢を創造し、それらの選
択肢の評価を確定し、選択する3。内部分析や評価基準の準拠点も多くのチェック・リストが提供
されており、それらに基づけば適切な状況分析が可能であり、意思決定の指針となる。
　企業がとるべき基本戦略に関わる議論でも準拠枠が提供されている。たとえば、Porter は三つの
基本戦略を提案しているし、代表的なマーケティングの教科書にはポジショニング戦略として、四
つの基本戦略が提案されている（Porter, 1980; Kotler, 1980)。これらの理論のポイントは、環境分
                                
3 ポーターの議論では、戦略の選択肢を創造するプロセスに関しては必ずしも明示的な議論がなされているわけではない。
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析をした上で自社のポジショニングを考え、中途半端な戦略をとらないことである。そのために、
環境の類型とその類型に適合した戦略を提示している。これも戦略的意思決定の準拠枠を提供して
いるといえるだろう。
　このように事業戦略に関する理論は多くの場合、思考の準拠枠を提供する理論化が中心であった。
それは企業の戦略的意思決定の本質的な部分を示していると思われる。企業戦略に関する意思決定
に限定しない広義の意思決定に関しては、心理学における研究で様々な現象が観察されている。そ
れらは意思決定のプロセスに重点を置いている。しかし、これまでの企業戦略の意思決定に関する
議論では、準拠枠に基づいた意思決定が重要な位置を占めているのではないだろうか。つまり実務
家が準拠するべき内容に関する議論が大勢を占めていたように思われる。
３．プロセス・アプローチの理論
　このように実務家は準拠点を基に戦略的な意思決定を行っているという捉え方に対して、資源ア
プローチとゲーム・アプローチ、そして同質的競争に関する議論は異なった方向性を示しているよ
うに思われる。
　資源アプローチによる企業戦略の理解は準拠枠をもたないフレームワークのように思われる
（Wernerfelt, 1984; Reed and DeFillippi, 1990; Grant, 1991）。資源アプローチはポジショニング・アプ
ローチに対置するフレームワークとして理論的に位置づけられている4。企業の立場から見た外部
環境を詳細に分析する志向性の強いポジショニング・アプローチに対して、資源アプローチは企業
の内部資源に焦点を当てている。企業の競争優位の源泉を市場におけるポジショニングに求めてい
るポジショニング・アプローチでは、外部環境の厳密な分析によって収益性の高いポジションを発
見することに重点が置かれている。そのために環境分析の精密なリストが作られる。しかし、これ
らの枠組みは過去の環境変化の履歴を含めた現時点の環境を分析することは出来るが将来の環境変
化の方向性を提示することはきわめて難しい。であるがゆえに、スタティックな分析となってしま
う。ポジショニング・アプローチがスタティックな外部環境の分析を志向しているのに対して、資
源アプローチはダイナミックな内部資源の蓄積に焦点を当てている。資源アプローチは競争優位の
源泉を個々の企業が保有する経営資源に求めている。これらの経営資源は市場取引を通じて外部か
ら獲得することも可能であるが、競争優位の源泉として最も重要な経営資源は企業内で蓄積された
経営資源である。つまり資源アプローチの論理はダイナミックな論理を内包しており、これまでの
経営戦略に関する議論とは性質が異なる。
                                
4 ここでいうポジショニング・アプローチとは Porter の一連の研究を指す。
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　一見すると資源アプローチにおいても戦略の準拠枠が設定されているようにも思われる。たとえ
ば、模倣が不可能で持続的な競争優位の源泉となる経営資源の性質について、Barney は四つの条
件を挙げている（Barney, 1991）。第一に、そのような経営資源は企業に正の価値を与えなければ
ならない。第二に、そのような経営資源は既存の競争者、あるいは潜在的な競争者にとって希少性
が高くなければならない。第三に、他の企業がある企業の経営資源を模倣しようとする場合に、不
完全にしか模倣することが出来ない。第四に、そのような経営資源は他の経営資源に代替すること
ができない。資源アプローチにおけるこのような枠組みは、一見すると準拠枠を示した理論化と考
えられるように思われる。しかし、ポジショニング・アプローチが分析対象の詳細なチェック・リ
ストを提示し、具体的な行動の指針を示しているのに対して、資源アプローチは具体的な行動基準
となるチェックリストを提示していない。資源アプローチが焦点を当てているのは資源の蓄積プロ
セスである。そのプロセスのあり方が模倣不可能な経営資源を作り出すが、そのプロセスにドミナ
ントな方法が存在するわけではない。このように、資源アプローチは企業に戦略の準拠点を提示す
るという意味では、ポジショニング・アプローチとは異質のアプローチであるといえる。
　ゲーム理論を応用したアプローチはポジショニング・アプローチと異なり、自らの意思決定の準
拠点をスタティックな外的基準に頼るのではなく、ゲームの他の参加者の行為というダイナミック
な基準に従って決定される、と考えている（Brandenburger and Nalebuff, 1996）。そのためポジショ
ニング・アプローチのような規範的な判断基準は存在しない。たとえば、競争相手や供給業者、顧
客を所与の外部環境として捉えようとするのがポジショニング・アプローチの考え方である。外部
環境を所与とするということは、自社がコントロールできない対象としてとらえる、ということで
ある。ゲーム理論を応用したアプローチは外部環境である競争相手や供給業者、顧客を自社の行動
に反応して変化する行為主体と捉える。またポジショニング・アプローチでは、企業の戦略的行動
は自社の利益を最大化するために遂行され、競合する他社の利益が失われると想定している。しか
し、ゲーム理論を応用したアプローチでは、ゲーム全体のパイを増加させることによって自社が利
益を獲得しながら他社も利益を獲得することが可能であると考えられている。ゲーム理論を応用し
たアプローチは企業の側から見た規範的な基準を用いた戦略の在り方を分析しているのではなく、
ゲーム全体の視点から見た行為者間の相互作用や社会全体のパイの大きさを基準として戦略のあり
方を考える理論であるということが出来るであろう。
　ゲーム理論の想定している意思決定者の準拠点は他の行為者ということが出来るだろう。他の行
為者の行動はどのような行動原理に基づいているのかをア・プリオリな基準に求めることは出来な
い。企業間の競争という文脈では限定されたパイを奪い合うゼロ・サムの状況が想定されがちであ
るが、ゲーム理論に基づくアプローチではパイ自体を拡大するような状況、つまり競争している企
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業同士が協調するという行動原理も想定しうるのである。他の行為者に依存して自社の戦略が決ま
るという意味で、準拠枠を提供している企業戦略の理論とは異なるアプローチということが出来る
であろう。
　ゲーム理論と同様に、他企業の行動が意思決定の準拠枠になっていると促えている議論として同
質的競争に関する議論が挙げられる。ある戦略的な意思決定を行う場合に、企業が参照する対象の
一つは同じ産業に所属する競合企業であろう。なぜなら自社との同型性が高いからである。同質的
競争に関する議論は大きく分けて二つある。第一の議論は企業間の戦略や経営成果、保有技術に関
する同質性に焦点をあてたものである（平本、1994）。第二の議論は企業間の競争プロセスに焦点
を当てた議論である（沼上他、1992；新宅、1994）。ある産業の競争プロセスにおいて、競合企業
同士は相互作用を通じて、単独の企業ではなしえない情報を生み出す。その同型性ゆえに産業内の
競争が促進され、高い経営成果や技術力が実現されたと考えられる。同質的競争における企業に
とっての準拠点は、同一産業内の他企業である。
　企業間の相互作用メカニズムに言及し、同質的競争に言及した研究も企業行動が準拠枠に従おう
とするプロセスを分析している。沼上他（1992）では、これまでの競争の選択淘汰観に対して発見
プロセス観を提示した。競争のプロセスは競争者間のやりとりによって、その場に固有の情報を作
り出し、その結果として個々の企業だけでは決して生み出せないような結果を生み出すプロセスで
ある。ある企業のとった行動が他の競争相手の行動を誘発し、その行動がさらに元の企業の行動を
変えていく。各社は戦略スキーマに基づいた製品コンセプトを競わせ、競争相手や顧客の反応に合
わせてそのスキーマを変更していく。
　ここで示した三つのアプローチはいずれもスタティックな分析よりもダイナミックな分析を重視
し、戦略の内容自体よりもその構築プロセスを重視している。そういう意味で事業戦略に関する議
論で考察した理論とは異なり、準拠枠そのものを考察しているのではなく、準拠枠を活用するプロ
セスを分析しているように思われる。
４．戦略的意思決定における準拠点の役割
　企業の戦略策定プロセスについて、意思決定者がなんらかの準拠点をもつという立場から分析す
ることでなにが見えてくるのだろうか。ある財の市場では、無数の消費者と無数の生産者が数多く
の取引を行っている。生産者と消費者のあいだのコミュニケーションを媒介しているもっとも重要
なメディアは財そのものであり、その対価としての貨幣である。しかし、市場では財と貨幣が取引
されているだけでなく、財に関わる様々な情報も取引されている。価格は財の価値だけでなく、そ
の品質をも表す指標となるであろう。消費者は財から得られる直接的な便益を求めているだけでな
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く、その財を購買、あるいは保持することによって得られるイメージを消費している、といった側
面もある（栗木、2003）。ここで焦点を当てるのは、ある市場の取引に関わっている行為主体がそ
の取引をどのように捉えているかという情報、すなわち市場の観察像に関する情報である。消費者
も生産者も意思決定に際して、自らがもつ市場の観察像に依拠して意思決定を行うからである。
　市場の観察像に関して、個々の消費者と個々の生産者はどのように捉えうるのだろうか。それに
関して、春日（2003）は興味深い議論をしている。まず、消費者と生産者が小規模であると前提し
たときに、市場における多数の消費者と多数の生産者の取引を観察する視点として、希少性の概念
を取り入れている。希少性の概念については一般的な経済学の議論でも十分に行われているように
思われるが、この研究における希少性の概念は一般的な経済学における希少性の概念とは異なる。
一般的な経済学では、ある社会の財の希少性に基づいてその価値が決まる。しかし、この研究では
市場における財全体の希少性を議論するのではなく、個別の行為主体における財の希少性を議論し
ている。たとえば、ある行為主体がある財を占取したとき、その行為主体の希少性は除去されるが、
他の行為主体の希少性が発生する。つまり、財の取引は個々の主体の希少性は解消されてもシステ
ム全体として解消されている訳ではない、と考えている。むしろ、財の希少性は個々の行為主体に
のみ存在し、システム全体として財は過剰である、と主張している。別の言い方をすれば、システ
ム全体の財が過剰なのに個々の行為主体に希少性が発生するのは、経済的分業が発達し、生活水準
が上昇することに伴って生活に必要とされる財の範囲が拡大し、ある経済主体内の労働力では必要
物資を自給することが出来ないからである5。物々交換でも調達できなかったときに、自らの生産
した財をより一般的な交換手段である貨幣に変換する必要性が高まる。
　彼の議論では消費者は生産者であり、生産者として分業の経済的恩恵を享受しながら、一方で消
費者として多様な必要物資を求めている。消費者として行為主体が振る舞うことがその小社会にお
ける財の自給を妨げる圧力となる。すなわち、消費者としての行為主体の経済的水準の上昇が多様
な財の必要性を導き、相対的に限定された財しか生産していない生産者としての行為主体は分業に
よって生じた過剰な財を物々交換するか貨幣に交換する圧力を受ける。消費者であり生産者である
この行為主体は市場全体に対して十分に小規模であると仮定しているので、その圧力のもとで自ら
の生産した財を貨幣に交換しなければならない。生産者は十分に小規模であり、市場には同じ財を
生産する多数の生産者が存在する。一方で消費者の側から見ると、多数の生産者が競合し合ってい
るような財は一般化の程度が高く、特定の生産者から購入する必要がある場合は少ない。このよう
な社会全体として財の過剰な状態では、消費者に比較して生産者が不利である。このときに、生産
                                
5 春日(2003)p.108.
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者は消費者の市場に関する観察像を特定化することによって消費者に特定の選択をさせることが肝
要になる、と春日は主張している。
　消費者の市場観察像の特定化は具体的にどのような手段で行われるのだろうか。ここでは、二つ
の手段が提示されている。第一に、規模の拡大とそれに伴う低価格戦略である。企業が生産規模を
拡大すると、生産コストを低下させることができ、その結果として価格を引き下げることも出来る。
消費者は低価格で財を購入するためには、規模を拡大した生産者から購入するより他はない。第二
に、製品差別化戦略である。通常、製品差別化戦略には、財そのものの品質の他に付帯サービスや
販売方法、デザイン、パッケージ、広告・宣伝が含まれる。そのいずれにしろ、消費者が特定の生
産者の財を選択することを促進する。
　市場における財の取引メカニズムを価格という側面で分析すると、すべての取引参加者の市場に
関する観察像を同一のものである、と考えることも出来るかもしれない。つまり、価格は誰にとっ
ても変わることのない客観的な準拠点であると捉える考え方である。しかし、誰にとっても同じで
あるがゆえに、それに準拠して浮かび上がる差異も存在する。消費者であれば、価格を参照して自
らが購入するかどうかを考えるだろう。そこで、その価格を支払って購入できる消費者と購入でき
ない消費者が存在する。生産者にとっても、その価格で財を販売することが可能であるかどうかを
考える。つまり、市場で均衡している価格は誰にとっても同一の価格という準拠点を提供してはい
るが、その価格に対してどのように対応するかは行為主体によって多様である。特に、生産者とい
う行為主体に注目すると、それぞれの生産者が自らの能力に応じて準拠点に対してどのような対応
をしているかを議論したのが企業戦略に関する一連の議論であるといえるだろう。
　企業戦略に関する現象を観察する上で、客観的な観察現象を前提とする議論であれば、行為主体
間の関係性に注目をする必要はなかった。なぜならそのような前提のもとでは、行為主体間のコ
ミュニケーションは基準とする現象が客観的に存在すると仮定して行われるが、その現象の存在を
図１　客観的な現象が存在する場合
現象
個々の消費者 個々の生産者
経営論集　第66号（2005年11月)88
図２　合意に基づいた認識
基準とすれば行為主体間のコミュニケーションの歪みは極めて軽微なものだからである。客観的に
存在する現象に対して、それを認識する行為主体が起こしてしまう認識の歪みだけが問題であった。
その認識の歪みは現象の存在と照合して修正されればよかった。しかし、現象の存在が客観的に存
在しえないものの場合には行為者間で合意された認識の基準が必要となる。図１で示されているよ
うに、客観的な現象が存在すると仮定する場合には個々の矢印が示す認識の方法を議論する事が
もっとも重要であった。しかし、図２で示されているように市場で生じている現象を認識すれば、
個々の行為主体の認識の方法も重要ではあるが、それ以上に行為主体間に結ばれている矢印、すな
わちコミュニケーションと共同認識の方法が重要になってくるのである。であるがゆえに、企業戦
略に関する一連の議論は当初は戦略の内容そのものの準拠枠としての妥当性について議論していた
が、のちに準拠のプロセスに関する分析が重視されたのであろう。
　このように準拠点というものはそれに従って全ての行為主体が同一の行動をすることを保証する
ものではなく、その準拠点をもとに行為主体の解釈の可能性が残される。その解釈の多様性ゆえに
生産者や消費者の行動の多様性が生まれると考えられる。さらに、準拠点があるがゆえにそれぞれ
の生産者が差異化を図ることを可能とする。価格の例で考えれば、仮に市場の均衡価格があるとす
れば、生産者はその価格を基準として自社の財の価格を設定することによって差異化を図ることが
可能になる。財の質が一定であれば、均衡価格に対して低い価格を設定することによって価格の優
合意に基づい
た認識
現象
個々の消費者 個々の生産者
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位性を獲得することが出来る。財の質が一定で、均衡価格より高い価格設定をすれば淘汰されてし
まうが、製品差別化を選択すれば消費者の選好を獲得することが可能であろう。企業の戦略意図と
して製品差別化を選択するとしてもコストリーダーシップ戦略を選択するとしても、差異化の準拠
点として均衡価格が重要な役割を果たしているといえる。
５．企業戦略における準拠枠の設定
　ある財の市場において取引に関わる行為者は取引に関わる意思決定をするために準拠点を必要と
する。消費者の立場であれば、適当な品質の財を適当な価格で購入するための情報が必要であろう。
価格やブランド、口コミといった情報源は消費者が財を購入する上で重要性が高い。これらの情報
は消費者間で交換され、購買の意思決定に関する準拠点が形成される。
　ある財の市場における生産者の意思決定の準拠点はいくつか存在する。消費者の準拠点と同様に
価格は重要な準拠点となりうるだろう。本来、生産者は消費者のニーズを注意深く監視して財を開
発して生産するべきであるが、市場における重要な情報である価格やブランドといったものに準拠
して生産者の意思決定が行われる場合もある。また、財に関する情報を準拠点とするだけでなく、
他企業の戦略を準拠点として意思決定をする。同一産業における複数企業の同質的行動や経営戦略
の理論通りに行われる戦略的行動は、本来準拠するべき顧客ではなく、同質の財を生産している他
企業や企業戦略の理論を準拠点にした意思決定ということが出来る。
　市場での取引に参加する行為者の意思決定に関して、これまで最も議論されてきた代表的な準拠
点は価格であった。しかし、消費者の立場や生産者の立場ではそれとは異なった準拠点が存在する。
特に生産者の観点で考えたときに、同一産業に所属する企業、あるいは企業戦略に関する理論と
いった知識などが準拠点となっている。企業行動としての戦略的意思決定における準拠枠の分析は
理論的にさらに考察を進める必要性があると思われる。
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